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新年の経済はどのような動きになるでしょうか。当社では、日本銀行の大西浩一郎盛岡事務
所長に今後の見通しなどについてお聞きするとともに、県内の主な業界の代表者や企業経営者
の方々に業界の動向などについてお尋ねしました。

2024年の岩手県経済の展望
日本銀行盛岡事務所　所長　大西　浩一郎 氏
2023年の岩手県経済の展望
日本銀行盛岡事務所　所長　大西　浩一郎 氏

わが国経済の現状と先行き見通し
わが国の景気は、感染症の抑制と経済活動の両立が進むもとで持ち直している。感染症に加
え、石油などの資源高、物価上昇など様々な動きが経済を下押ししているが、家計、企業はい
ずれも底堅い動きを示している。具体的には、個人消費における先送りされてきた需要（ペン
トアップ需要）の顕在化や、企業による中長期的観点からのグリーン投資、デジタル投資の積
極化などである。
本年も、わが国の景気は回復していくとみられる。資源高や海外経済の減速による下押し圧
力を受けるものの、感染症の影響のほか、半導体不足など供給制約の問題が和らぐと考えられ
るためである。きわめて低い資金調達コストをはじめとする緩和的な金融環境や政府の経済対
策も、下支え効果を発揮し続けるだろう。

県内経済情勢と展望、期待
次に岩手県経済をみると、昨年前半は、感染拡大や半導体不足による自動車生産の不安定化
などから持ち直しの動きは鈍化したものの、年後半にかけて、個人消費、設備投資、生産に支
えられて緩やかに持ち直した。
本年についても持ち直し基調が続くとみられるが、不確実性は高い。第一に、物価高騰、金
利上昇を受けた先進国経済の減速や中国経済の不透明感である。岩手のものづくり産業の中核
である先端加工業への影響は、ある程度覚悟しておく必要があるかも知れない。第二に、消費
者物価が上昇する中での生活防衛の動きが、個人消費を下押しする可能性である。
もっとも、「持ち直し」という見通しをサポートする力強い動きがあるのも事実である。そ
れは、底堅い企業収益と中長期的な経営課題を背景に、設備投資はしっかりと推移するとみら
れる点である。具体的には、①人手不足対応や事業活動のデジタル化に向けた情報関連投資、
②ウィズコロナでの新しい物流に合わせた建設投資、③ＥＶシフトや企業の脱炭素化対応に向
けた投資などである。また、個人消費面では、ペントアップ需要の持続的な盛り上がりや海外
インバウンド消費の増加が期待される。
このように不透明感と期待とが交錯する状況ではあるが、岩手の企業においては、内外経済
の大きなうねりをチャンスと捉えた策を打ち出し、もって地域経済の活性化を着実に推し進め
られることを期待したい。
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わが国経済の現状と先行き見通し
わが国の景気は緩やかに回復している。企業部門をみると、輸出は、情報通信関連で弱さが

みられるが、自動車関連の増加を背景に、全体としては感染症前を上回る水準となっている。ま
た企業収益は、経済活動の正常化や価格転嫁の進展もあって増加しており、そのもとで設備投
資ははっきりと増加している。家計部門に目を転じると、個人消費は、感染症下で抑制されて
いた需要（ペントアップ需要）の顕在化を受けて、物価上昇下にあっても増加基調を保っている。

本年も、景気回復が続くとみている。企業収益の改善が設備投資の増加につながるという前
向きの循環が続くと見込まれるうえ、家計のペントアップ需要は鈍化していくとしても、物価
高を反映する形で賃金が上昇を続け、個人消費を支えると考えられるためである。

県内経済情勢と展望
次に、岩手県経済をみると、昨年５月の感染症の５類移行と前後して人々の外出意欲が回復

し、宿泊・飲食サービスを中心に個人消費が改善した。また、中長期的な事業展望や省力化ニー
ズに基づく設備投資の増加と自動車関連業種での生産水準の引き上げもあって、県内経済は持
ち直し、「短観」の業況判断D.I.は全国と遜色ない水準にまで回復した。本年も、企業収益が投
資につながり、家計の所得が消費につながるという前向きの循環は維持され、県内経済は持ち
直すとの比較的明るいシナリオをメインに据えている。

もっとも、警戒を要する下振れリスクは存在しており、第一は、海外経済の変調である。米
国では、これまでの金利上昇の影響が実体経済面・金融面の双方で強く出てくる可能性がある
し、中国経済についても、不動産市場の調整などの構造問題を抱える中で、思わぬ変調をきた
さないか気懸りである。第二のリスクは、個人消費の下振れである。これまでみられたペント
アップ需要は早晩一巡するものと考えられるだけに、消費者物価の上昇に賃金の上昇が追い付
かず、個人消費の持ち直し基調が損なわれはしないか、注意が必要である。

このように、岩手県経済を巡る不確実性は小さくないが、経営者の皆さまが各々のビジネス
チャンスに的確に対応し、結果、「県内経済は持ち直し続ける」とのメインシナリオが現実と
なることを期待している。
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岩手県農業協同組合中央会
代表理事会長　伊藤 清孝 氏

１．昨年の貴業界（貴社）の状況はどうだったか？

曇一部雨

　本県産農畜産物は、春の凍霜害、夏の
猛暑により、生乳生産量の減少、果物の変
色・落下など様々な品目に影響を受けた。

米の品質にも影響が出ることが懸念されたが、１等
米比率91.1％（全国２位）と高い水準を維持するこ
とができた。そうした中、米の相対取引価格は昨
年より上がったが、生産コスト上昇分には届いて
おらず、依然として厳しい状況が続いた。
２．2024年の貴業界の見通しをどう見るか？

曇

　国際情勢の悪化を契機とした原材料・
生産資材価格の高騰、昨今の気候変動等
による世界的な食料生産の不安定化など、

我が国の食料安全保障の強化が重要となってい

る。政府では、これまでの農業政策の検証等も含
めて「食料・農業・農村基本法」の見直しに向け
た議論を進めており、改正法案が今次通常国会に
提出される予定である。ＪＡグループでは生産現
場の意見を政策に反映させるための取り組みを続
けていきたい。
３．貴業界の重要課題は何か？
　本県の基幹的農業従事者（普段主に自営農業に
従事している者）はこの20年で約半分になってお
り、生産基盤の弱体化が進むとともに、生産資材
価格の高騰が農業経営に大きな影響を及ぼしてい
る。生産資材や流通コストの適正な価格転嫁は食
料の安定供給に必要な事であり、国民・県民の皆
様の理解醸成に向けて取り組んでまいりたい。
４．2024年の県内経済・社会等の関心ごとは何か？
　物流2024年問題によって、トラック運転手が不
足し、輸送力の低下が懸念される。積載物の集約・
効率化、鉄道や船など他の交通手段への切り替え
など、卸売市場や輸送業者、ＪＡだけではなく行
政も含め関係者が一体となって取り組むことが重
要であると考える。

曇一部雨晴 曇晴一部曇 雨

ご協力いただいた業界団体、企業
（敬称略、日本標準産業分類の項目順）

岩手県農業協同組合中央会

岩手県森林組合連合会

岩手県漁業協同組合連合会

一般社団法人岩手県建設業協会

株式会社シリウス

岩手県チキン協同組合

岩手県生めん協同組合

岩手県酒造組合

岩手県印刷工業組合

岩手県生コンクリート工業組合

岩手県倉庫事業協同組合

協同組合盛岡卸センター

岩手繊維株式会社

株式会社川徳

盛岡ターミナルビル株式会社

株式会社ベルジョイス

岩手県自動車販売店協会

株式会社薬王堂ホールディングス

岩手県商店街振興組合連合会

日本製鉄株式会社北日本製鉄所

岩手県南部鉄器協同組合連合会

岩手県機械金属工業協同組合連合会

株式会社ミズサワセミコンダクタ

トヨタ自動車東日本株式会社岩手工場

岩手県情報サービス産業協会

岩手県広告業協会

公益財団法人岩手県観光協会

一般社団法人岩手県タクシー協会

公益社団法人岩手県トラック協会

業況天気図は、
次の５つからお選びいただきました。
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岩手県漁業協同組合連合会
代表理事会長　大井 誠治 氏

１．昨年の貴業界（貴社）の状況はどうだったか？

曇

　自然環境の激変による基幹魚種の不
漁、原料価格の高騰や電気料金の値上げ
等により経営環境は依然として厳しい

が、新型コロナウイルス感染症による行動規制が
なくなり、社会経済活動の正常化が進んでいるこ
とから一部では明るい兆しが見えており、ふるさ
と納税の返礼品として需要が高いウニ類は終始高
値で推移した。
２．2024年の貴業界の見通しをどう見るか？

曇

　新型コロナウイルス感染症による行
動規制が解除され、社会経済活動の正常
化は進んでいるが、ＡＬＰＳ処理水の海

洋放出による輸入停止措置等の影響が見通せず、

国内の水産業を取り巻く状況が不安定なものと
なっていることから、ＪＦグループでは一層、「中
核漁協」の構築に向けた組織強化に取り組んでい
かなければならない。
３．貴業界の重要課題は何か？

漁業者を支え社会からの要請に応えるために、
ＪＦグループ岩手として組織と経営基盤の強化と
生産量の維持・増大に向けた取組みの強化を一層
進めること。漁業所得の向上と新規就業者の確保・
育成、安全安心な水産物の確保等の諸課題解決に
取り組んでいくこと。本県水産物の適切な情報発
信と消費宣伝活動に取り組んでいくこと。
４．2024年の県内経済・社会等の関心ごとは何か？

秋サケ資源の一刻も早い回復のため、継続的な
ふ化放流事業をどのように展開していくか。定置
漁業で漁獲されるクロマグロの漁獲可能量につい
て、国際的な枠組みがどのように増枠されるか。
特に、ＡＬＰＳ処理水の海洋放出方針に伴う水産
物の輸入規制を行っている国等に対して早期の規
制解除がどのように働きかけられるのか。

岩手県森林組合連合会
代表理事会長　中崎 和久 氏

１．昨年の貴業界（貴社）の状況はどうだったか？

曇一部雨

　全国的に公共建築物や商業施設等への
木材利用の推進が図られ、国産木材の利
活用は拡大傾向にある。しかしなから、

ウクイナ情勢や円安の影響であらゆる物価が高騰
する中、住宅建築資材の大幅な値上がり等で住宅
着工が落ち込み、木材の国内需要は停滞したまま
推移し、森林・林業・木材産業にとっては厳しい
一年であった。
２．2024年の貴業界の見通しをどう見るか？

曇

　製品・原木共に在庫過多の状況にあっ
た県内各工場は在庫調整が一段落し、昨
年末から原木需要は回復傾向にあるが、

住宅着工が上向くのか先行きは見通せない状況に

ある。一方、地球温暖化対策に資する適切な森林
整備の財源となる森林環境税が本年４月から徴税
が始まり、再造林の促進等森林整備事業の拡大が
図られていくと見る。
３．貴業界の重要課題は何か？
　カーボンニュートラルを見据えた「木を切って
使い、植えて育てる」という持続的な循環型林業
を確立して行くためには、山元立木価格の適正化
により森林所有者の所得の向上を図るとともに、
人口減少が進む農山村社会において、慢性的な人
手不足にある森林組合等林業事業体にとって、担
い手の安定的確保・育成が最重要課題である。
４．2024年の県内経済・社会等の関心ごとは何か？
　昨年、陸前高田市で第73回全国植樹祭が開催さ
れ、公益的機能を持つ森林の大切さや、震災から
の復興を全国に発信することができた。地球環境
保全等、森林整備の適切な維持・管理の重要性に
対する県民の意識が高まってきており、豊かな森
林を次世代に引き継いでいく緑化運動が更に広
まって行くことを期待する。
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一般社団法人岩手県建設業協会
会長　向井田 岳 氏

１．昨年の貴業界（貴社）の状況はどうだったか？

曇

　岩手県内の公共事業関係費は、国・県・
市町村においては震災前の厳しい状況
に近付きつつあるため、業界全体として
厳しい状況にあったと認識している。

　また、建設業界は、ウクライナ情勢の悪化や円
安の進行により、石油など原料価格が高騰し、こ
れにより資材価格が高止まりとなったために、厳
しい対応を強いられるとともに、人手不足も加わ
り施工確保対策に苦慮した年であった。
２．2024年の貴業界の見通しをどう見るか？

曇

　国土交通省の公共事業の概算要求は前
年比19.0％とし、防災・減災対策など引
き続き力を入れることとしているが、計
画的かつ持続安定的な事業量の確保に

は、未だ厳しい状況にあると認識している。
　県における予算編成では、公共事業の通常分は

「23年度×1.05以内」とする方針としているが、
補正予算分も含め公共事業費は減少傾向にあるた
め、地域建設業にとってはかなり厳しい状況が続
くものと思われる。
３．貴業界の重要課題は何か？
　地域建設業は公共事業への依存度が高いことか
ら、中長期的な公共事業予算の安定的・持続的な
確保がなければ、社会資本整備や災害・除雪・家
畜伝染病への対応など「地域の守り手」としての
役割を担うことが困難となる。
　働き方改革の推進としては、2024年度問題とし
て建設業においても時間外労働規制が適用される
ため、関係機関と一体となって環境整備に努め、
限りある人材の有効活用を図りながら、担い手の
確保を図る必要がある。
４．2024年の県内経済・社会等の関心ごとは何か？
　県内経済は、ウクライナ侵攻や円安の影響等に
よるエネルギー・物価高騰により、深刻かつ大き
な影響を受けており、今後も先行き不透明な状況
が続くものと思われる。
　このような状況を打破するためにも、国際リニ
アコライダー（ＩＣＬ）の誘致実現こそが、新産
業の創出や関連産業の活性化になり、地域経済へ
の波及効果を期待したい。

株式会社シリウス
代表取締役　佐藤 幸夫 氏

１．昨年の貴業界（貴社）の状況はどうだったか？

曇一部雨

　建材の値上がりが激しく不況感が漂い

はじめ県内着工棟数が伸びずに前年に

比べ約10％減となった。建材の値上がり

だけでなく盛岡市内の土地不足や土地の値段が上

昇していることから、現状は明るい材料がないも

のの弊社はこの逆境のなかでもシェアを伸ばして

いることから、経営努力でなんとかできると思う。

２．2024年の貴業界の見通しをどう見るか？

曇一部雨

　各種補助金制度が施行されるものの、

建材のより一層の値上がりや人口減に

て新築はやや厳しい状況になると予想

されるが、リフォームはこれから伸びるのではな

いかと思われる。

３．貴業界の重要課題は何か？

　職人の高齢化、若手の現場離れ等により、職人

不足の状況にある。特に大工・左官・外構関係の

職人が不足しており、これらの職人を自社社員と

して教育し定着率アップを図らないといずれは住

宅を建築することは出来ないと危機感を持ってい

る。業界の待遇・イメージアップを更に図り、若

い人材が積極的に門を叩いてくれる業界にしたい

と思う。

４．2024年の県内経済・社会等の関心ごとは何か？

　コロナ禍に始まった金融機関からのコロナゼロ

ゼロ融資の返済が始まっており、それが返せず倒

産している会社が同業他社だけでなく他業種の会

社も多いと聞く。2024年度は全業界の再編成があ

る年ではないかと思う。
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岩手県生めん協同組合
理事長　兼平 賀章 氏

１．昨年の貴業界（貴社）の状況はどうだったか？

曇一部雨

　コロナ感染症が５類に移行し、人々の
移動が活発になり業務用の麺は、外食産
業を中心に一部を除きコロナ禍前に戻
りつつあります。観光地の外食関係もイ

ンバウンドの影響でコロナ禍前を上回る状態まで
回復してまいりました。しかしコロナ禍で他業種
に移行した従業員が、戻らず人手不足で思うよう
に営業出来ない店舗も多い状態です。良品店への
納品は、動燃費の高騰、円安による原材料費の
値上げ分を価格転嫁しきれない状況が続いており
ます。
２．2024年の貴業界の見通しをどう見るか？

曇一部雨

　ロシアによるウクライナ進行の影響
で穀物相場は、高騰し殆どの原材料を輸
入に頼る我が国の食品産業は、円安によ
る原材料高で非常に苦しんでおります。

量販店と価格交渉する段階で更に原材料が値上が
りし値上げ分を価格に転嫁出来ない状況です。円
安が更に進む可能性がありますので価格転嫁をし
なければ体力が悪化してまいります。
３．貴業界の重要課題は何か？
　コロナ禍で落ち込んだ業務用の麺は、外食産業
の回復で持ち直してまいりましたが、人手不足で
営業時間を短縮するお店も多く一部のお客様は、
コロナ禍前に戻れない状況です。
　このまま円安が続くと原材料の高騰が更に進み
ます。人手不足と賃金上昇が経営を圧迫し価格
転嫁出来ない企業は、廃業に追い込まれると思い
ます。
４．2024年の県内経済・社会等の関心ごとは何か？
　岩手県南から宮城県北の自動車・半導体産業の
集積による企業誘致が進み地元の中小零細企業
は、少子化で若者の新規採用がより難しくなり、
賃金の上昇も大きく負担増になると思います。ま
た円安の進行により外国人労働者も母国への仕送
りが目減りし日本で働いてもメリットが無くなっ
て来ております。（母国へ送金しても３年前の３
割減のお金に目減りする。）円安が更に進むと外
国人労働者が日本で働かなくなり人手不足が更に
深刻になります。

岩手県チキン協同組合
理事長　十文字 保雄 氏

１．昨年の貴業界（貴社）の状況はどうだったか？

晴

　飼料価格が過去最高水準でしたが、国
レベルでの飼料価格安定基金からの補
填や、岩手県の配合飼料価格安定緊急対

策の補助があり緩和になったことと、昨年冬の鶏
肉市場価格の高騰から価格下落したとはいえ十分
な水準を維持できていることから良好な経営環境
でした。
２．2024年の貴業界の見通しをどう見るか？

曇

　飼料原料の国際相場がやや落ち着い
てきており飼料価格が下落傾向にあり
ますが、それゆえ飼料価格安定基金の

ルール上補填金は期待できません。また、売り
上げの半分を占めるもも肉の市況に陰りが見え、

より低価格となるむね肉へのシフトが進んでい
ます。
３．貴業界の重要課題は何か？
　物流業界に迫る2024年問題への対応が大きな課
題です。特に岩手県北から首都圏へ運ぶ際の運転
手の勤務時間はこれまでのようにはいかなくなり
ますので、大きなコストアップになりそうです。
　また、外国人技能実習生制度の見直し案が報道
されています。現実に沿って労働力としての法整
備になることはいいのですが、あまりに働く側の
選択の自由化が進むと毎日安定した商品供給が出
来なくなる恐れがあります。
４．2024年の県内経済・社会等の関心ごとは何か？
　ニューヨークタイムズ紙「2023年に行くべき
52か所」に選ばれたことを契機にインバウンド需
要に沸き、北東北の中核都市として盛岡市は順調
に発展しているように感じます。また北上市も企
業誘致が成功して好調です。その反面、北上川
流域以外の人口減少と少子化が著しく、ますま
す当チキン業界が元気で居なくてはと感じてい
ます。
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岩手県酒造組合
会長　松岡 俊太郎 氏

１．昨年の貴業界（貴社）の状況はどうだったか？

晴一部曇

　昨年は新型コロナウイルス感染症が５
類に移行され、人の流れも平常に戻って
まいりました。
　当組合に於きましては、今まで開催し

ておりました首都圏でのイベントを見合わせ、地
元でのイベントを中心に行い多くの方に岩手に来
ていただくことをコンセプトに行いました。
　特に、９月16日に盛岡駅「滝の広場」で開催い
たしました「いわて蔵元フェスタ2023 in 盛岡」に
は、盛岡市が、ニューヨーク・タイムズ紙に2023
年に行くべき52カ所の２番目にランクされたこと
も後押しとなり、県内外から多くの日本酒ファン
にご来場いただきました。
　また、当組合は昨年創立70周年を迎え、この記
念すべき年に地理的表示（GI）岩手（清酒）が国
税庁長官から指定されましたことは、業界がこれ

から進むべき今後の道標になりました。
２．2024年の貴業界の見通しをどう見るか？

晴一部曇

　昨年に引き続き、GI岩手清酒を中心に
県内外での周知活動を行いつつ、地元で
のイベント開催や各蔵が独自の商品開
発を行い、輸出拡大を視野に入れさらな

る販路拡大に繋げれれば良いと思っております。
３．貴業界の重要課題は何か？
　適正飲酒とアルコール健康問題の取組を強化し
つつ、國酒としての日本酒の文化性・機能性・多
様性の情報発信を行ないながら、消費拡大を行い
たいと考えております。
　なお、日本酒業界としましては、日本の伝統的
なこうじ菌を使った酒造り技術「伝統的酒造り」
のユネスコ無形文化遺産への登録を目指している
ところであります。
４．2024年の県内経済・社会等の関心ごとは何か？
　コロナ禍以前の経済状況に戻すための行政政策
に期待したい。
　社会情勢が目まぐるしい中、燃料費の大幅な値
上げや製造業等における原材料の高騰に、国とし
てどのように対処するか。
　また、各地で頻繁に起きている自然災害の対策、
復旧への迅速な対応を望みます。

岩手県印刷工業組合
理事長　菊池 忠彦 氏

１．昨年の貴業界（貴社）の状況はどうだったか？

曇一部雨

　コロナウイルス５類移行によるイベン
トの通常開催の増加や、インバウンド需
要の回復、知事選・県議選などの選挙に
より、印刷需要も回復基調にあると思わ

れたが、夏以降、業界全体に受注量に活気のない
状況が続いている。また、用紙をはじめとする原
材料費、エネルギー価格の上昇分の製品価格への
転嫁は、お取引先様にご理解はいただいているも
のの、転嫁率は100％にはほど遠く、厳しい経営
状況が続いている。
２．2024年の貴業界の見通しをどう見るか？

曇

　「2024年の売上がコロナ前の2019年と
比較してどの程度になるか」、組合員企業
を対象にアンケートを実施した結果、2019

年の「50～74％程度」が８％、「75～90％」が80％、
「同程度・それ以上」が12％であった。紙への印
刷売上はコロナ以前に簡単には戻らないと予想さ
れるが、紙にとことんこだわった印刷、紙以外の
事業への取り組みなど、各社がさまざま分野に挑
戦することで、「同程度・それ以上」の％が上が
ると思われる。
３．貴業界の重要課題は何か？
　さまざまな分野でDXが推し進められている現
在、業界を取り巻く環境も日々変化している。そ
れに対応すべく、我々印刷業界も業態変革に取り
組まなければならない。目指すところは、日本の
印刷産業全体で掲げている「コミュニケーション
サービス産業・課題解決型産業」への変化である。
また、環境に配慮した製造、人材の確保・育成も
重要な課題である。
４．2024年の県内経済・社会等の関心ごとは何か？
　人口減少問題に対し、県・市町村が他県に負け
ない方策を打つこと。岩手の経済の起爆剤となり
うるILCの誘致。花巻、遠野、釜石の観光を繋ぐ
JR釜石線の存続と利用促進。
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日本製鉄株式会社北日本製鉄所
副所長（釜石地区代表）
　倉地 三喜男 氏

１．昨年の貴業界（貴社）の状況はどうだったか？

曇

　鉄鋼需要に関して、前半は自動車分野
を中心とした半導体不足等のサプライ
チェーン混乱の影響を受けて低迷し、足

下は回復の兆しがあるも依然として途上。建築・
土木分野は人手不足や資材費高騰により活動が停
滞し、非常に厳しい状況だった。
２．2024年の貴業界の見通しをどう見るか？

曇

　世界の鉄鋼需要については、中国の内
需低迷下での高生産継続に因る市況悪化

（製品価格低迷に関わらず原料価格高騰）
や欧米のインフレ長期化、ウクライナ・中東の地
政学リスク等により、先行き不透明な状況が継続
すると想定。国内需要は緩やかに回復すると期待

するが、人手不足や物流・建設コスト高騰により
本格回復には時間を要するものと推定。
３．貴業界の重要課題は何か？
①2050年カーボンニュートラルの実現

　鉄鋼業界のCO２排出量は国内全体の約13％を占
めており、脱炭素化は世界の重要課題。革新的
鉄鋼製造プロセス開発や高機能商品・ソリュー
ション技術の開発によるCO２削減が必須。

②人材確保・人材活躍推進
　少子高齢化により鉄鋼業界では人材確保が厳
しい状況。採用強化や福利厚生充実化による女
性活躍支援、人材育成強化等による人材確保が
急務。

４．2024年の県内経済・社会等の関心ごとは何か？
　岩手県ものづくり競争力向上に資する、物流等
インフラ基盤強化並びに企業誘致・企業間連携強
化。例えば、自動車関連産業を基軸とした、内陸
～沿岸～港湾の機能強化によるサプライチェーン
最適化や素材～部品～製品一貫製造体制の構築、
ものづくり人材育成活性化 等の実現。

岩手県生コンクリート工業組合
理事長　金子 秀一 氏

１．昨年の貴業界（貴社）の状況はどうだったか？

雨

　震災復興事業の終息や公共事業の伸
び悩み、民間投資の停滞などにより、県
全体の生コンの出荷は前年を大きく下
回った。

　地域別にみても、一昨年民需が好調だった県南
地域が反動減となったのを始め、全ての地域にお
いて出荷量が減少した。
　また、コストアップや収益性の低下、従業員の
高齢化などの課題も顕著になってきている。
２．2024年の貴業界の見通しをどう見るか？

雨

　今後も、全体として生コン需要はさら
に減少していくと見込まれる。
　また、地域によっては、生コン需要の
大幅な減少に伴い、工場の存続すら厳し

くなってくることも想定される。
　さらに、諸原料や輸送費等のコストアップ、人
材不足や高齢化など、業界を取り巻く環境は一層
厳しさを増していくものと考えている。
３．貴業界の重要課題は何か？
　様々な面で厳しい環境の中、次の四点を業界の
基本的な課題として捉えている。
⑴ 　発注者や建設業者等との連携、地域間連携な

どによる安定供給の推進と体制の再構築
⑵ 　道路の耐久性などで優位性のあるコンクリー

ト舗装の推進等による需要の拡大
⑶ 　セメントや骨材等の大幅な値上がり、輸送費

の上昇などに対応した適切な価格転嫁と商慣習
の見直しに向けた取組み

⑷ 　品質管理監査や技術センター機能の充実強化
などによる品質の安定確保

４．2024年の県内経済・社会等の関心ごとは何か？
　物価高騰や海外景気の下振れ懸念などにより国
内経済の動向が不透明ではあるが、国土強靭化
などによる公共事業の拡大、民間投資等の活発化
などにより地域経済が活性化することを期待して
いる。
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岩手県南部鉄器協同組合連合会
会長　佐々木 和夫 氏

１．昨年の貴業界（貴社）の状況はどうだったか？

曇

　インバウンド解禁とニューヨークタイ

ムス効果を期待したが、訪日中国人の減

少の影響で思ったほど業績は回復していない。台

湾等の観光客は増加し賑わいを見せているが購買

力が乏しく感じた。

２．2024年の貴業界の見通しをどう見るか？

曇

　国内需要を高めるため、小家族向けの

高品質開発に力を入れ生活環境に合わせ

た物づくりに各社が取り組んでいる。海外に人気

の高い伝統工芸品と合わせて今後の新商品に期待

したい。

３．貴業界の重要課題は何か？

　後継者不足。特に鍛造部門の職人育成が急務

である。焼型（手づくり）鉄瓶には欠かせない部

分であり出荷数に影響が出ているため、重要課題

である。また、産業機械製品・生型製造では、若

手が大企業、他産業に流れ、人材確保に苦慮して

いる。

４．2024年の県内経済・社会等の関心ごとは何か？

　ロシア、ウクライナの戦争の影響で原材料が高

騰したまま推移している。その為、利益確保が難

しく国内最低賃金を脱却するには企業努力だけで

は非常に困難な状況である。地方型小規模支援事

業や景気対策が期待される。

岩手県機械金属工業協同組合連合会
会長　小山田 周右 氏

１．昨年の貴業界（貴社）の状況はどうだったか？

曇

　円安等を背景にエネルギー・原材料価
格が高騰し収益が圧迫されるなど厳し
い一年となった。四半期毎に実施してい
る本会独自調査結果からも、「収益性」

は悪化、「設備投資」は減少とする企業が常態化
するなど厳しい経営環境の中で推移した。また、
雇用環境面においては、一昨年と同様に人材確
保における「技術者不足」に苦しむ企業が散見さ
れた。
２．2024年の貴業界の見通しをどう見るか？

曇

　昨年と同様に「良くなる」と予想する
経営者は少ない。特に昨年は「収益性」の
改善には慎重な意見・見方が多かったが、

予想通り改善されなかった経験が業界見通しに影
を落としている。経営課題が多すぎて対応に苦慮
する事業者も多々あり、課題を一つ一つ整理し対
応する必要がある。共通する課題については組合
主催の各種研修会・先進地視察等で対応したい。
３．貴業界の重要課題は何か？
　経営課題は山積している。とりわけ価格転嫁及
び従業員の賃上げが重要課題である。傘下企業の
多くは下請け企業であり企業間格差はあるが価格
転嫁は思うようには進んでいない。転嫁を上手く
進め、利益を生み出し、賃金を上げ、良い人材を
確保する。企業経営の好循環構築に向け「生産性
の向上」が強く求められている。
４．2024年の県内経済・社会等の関心ごとは何か？
　課題にも挙げた「価格転嫁」、「賃上げ」及び「人
材の確保」が最大の関心事。また、大谷翔平選手
の復活はあるのか！？　厳しい競争社会にあって
夢と希望を常に実現化している彼の姿には心を打
たれる。先が見通せず決して明るいとは言えない
世相にあって、彼の笑顔と活躍は一服の清涼剤と
なっている。
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トヨタ自動車東日本株式会社岩手工場
工場長　藤井 雅則 氏

１．昨年の貴業界（貴社）の状況はどうだったか？

曇

　昨年は2022年に長期化した半導体不
足、新型コロナの影響による東南アジ
アからの部品供給の混乱で生産できな

かった受注残の挽回を最優先に実施して参りま
した。
　しかし影響は完全な解消まで至らず、納期の面
で引続きお客様にご迷惑をお掛けしてしまった厳
しい１年となりました。
２．2024年の貴業界の見通しをどう見るか？

晴一部曇

　新型コロナの影響も緩和し以前の水
準を超えてのプラス成長に期待します。
　一方で2024年問題であるトラックドラ

イバー不足からの輸送能力低下、昨年から継続し
ている天然ガスや原油等のエネルギー価格の高騰

等で世界中がインフレ基調となっていて、見通し
は楽観出来ないと思われます。
３．貴業界の重要課題は何か？
　2024年は世界の主要メーカーが全タイプのEV
車種導入を計画しておりBHV市場の競争が激化
すると思われます。国内のトレンドはHEVを軸
にEVシェアを拡大方向で推移する一方で、内燃
機関エンジンは転換期を迎え全体での再編も考え
られます。
　同時にCNに貢献する設備導入、再生可能エネ
ルギーの活用拡大、DXによる仕事の進め方の変
革など世の中の動きに後れを取らないようにして
参ります。
４．2024年の県内経済・社会等の関心ごとは何か？
　県内の総人口は1960年をピークに14％減少を続
けています。同時に生産労働人口も1985年の96万
人から減少を続けており、その傾向は変わらず生
産活動に於ける人員確保が非常に厳しい状況が続
いています。今後も県の人口減少対策である「岩
手県人口ビジョン」と「岩手県ふるさと振興総合
戦略」の両輪の効果に期待します。

株式会社ミズサワセミコンダクタ
代表取締役社長　柳田 雅紀 氏

１．昨年の貴業界（貴社）の状況はどうだったか？

雨

　ここまでの半導体市場の冷え込みを経
験したのは、過去で一番だったと感じる。
コロナ禍における巣ごもり需要による

反動での市況悪化と各種媒体も報じているが、そ
の反面で半導体海外企業勢の誘致や北海道での投
資を国が援助するなどの報道に期待感を持てる状
態での足下が過去最低となり体力面・精神面とも
に苦しい環境であった。
２．2024年の貴業界の見通しをどう見るか？

雨

　世界情勢の変化で、製造業国内回帰路
線は2023年に引き続くと見ている。本格
的な生産となるのは2024年後半～2025年

以降になると思われる。前半はその準備期間とし
て各企業が事業計画立案と推進を進めると感じる。
そのためある程度は、コロナ禍以前の状況に近く
なると予想するが、回復～成長は準備期間を経て
からの加速と考える。
３．貴業界の重要課題は何か？
　過去にはシリコンサイクルの流れとともにゲー
ムチェンジャーになるコンテンツやアプリが市場
に登場（スマートフォンやネット環境の成長）す
るたびに半導体はその派生製品を軸として好不況
を繰り返していたが、コロナ禍以降EV車を除け
ばそこまでのゲームチェンジャーとなる印象のも
のがない事が課題と捉える。
４．2024年の県内経済・社会等の関心ごとは何か？
　岩手県に留まらず、様々な海外企業が国内に進
出してきているが、労働人口の都市部集中型を
地方分散型へ移行する機会と捉えているので、他
県とは違う岩手県ならではの取り組みに期待して
いる。
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岩手県情報サービス産業協会
会長　法貴 敬 氏

１．昨年の貴業界（貴社）の状況はどうだったか？

晴一部曇

　賃上げ圧力や円安による輸入物価の上
昇が製品のコストや価格上昇につながり、
価格転嫁が十分行われないことにより企

業業績への悪影響が広がる可能性がある。一方、
国内IT市場は、国の田園都市構想やDX推進によ
るシステムのクラウド化やサブスクリプションモ
デルの浸透等によりIT投資が活発化し、マクロ
経済の変動に対して影響を受けづらいビジネス構
造に変化してきている。
２．2024年の貴業界の見通しをどう見るか？

晴

　世界的な金融引締めに伴う影響や中
国経済の先行き懸念等、海外景気の下振
れリスク、また、物価の上昇、中東地域

を巡る情勢等により、今後の状況によっては予測
を大きく見直す可能性があるが、引き続き国を挙
げてのDX推進により、IT市場が低成長であるも
のの成長が続くと予測される。
３．貴業界の重要課題は何か？
　国のDX推進によりIT市場が活性化する反面IT
人材確保の困難性や市場競争が激化するものと見
込まれ、地方の情報サービス産業はこれまで以上
にその特色を出していくことが求められる。将来
的にも大幅に不足予測される新技術に対応し得る
人材の育成確保が喫緊の課題。
４．2024年の県内経済・社会等の関心ごとは何か？
　新型コロナ禍で疲弊した経済からの完全なる回
復とともに、DX化を基盤としたSociety5.0社会の
進展により「good Life」の実現に向けて着実に
進むこと。また、データ基盤の利活用による環境
にやさしい都市OSが広がりを見せるとともに、
観光の振興や、ILCの立地を見据えた、多文化共
生が可能となるスマートシティの基盤の確立に向
けて取り組みが着実に進められること。

岩手県広告業協会
理事長　羽川 久美 氏

１．昨年の貴業界（貴社）の状況はどうだったか？

曇

　コロナ感染５類移行に伴って人流増加
による社会経済活動が回復基調となり、
業界的にはイベント等が官民ともほぼ

コロナ禍前のスケール・スペックで実施されるよ
うになった。また、ニューヨークタイムスの記事
効果もあり、観光関連での需要が活発化し街は賑
やかな様相になっているが、当業界への波及効果
は限定的で期待薄の一年になった。
２．2024年の貴業界の見通しをどう見るか？

曇

　本格的な業績の回復を期待するポスト
コロナのタイミングだが不安定要素が多
くありまた事業環境も激変しており、取

引先が投資に紐づいた広告出稿を喚起するか見通
せない状況にある。コロナで変化した消費行動が
企業のマーケティング・プロモーションの展開に
新たな変化をもたらすと思われる。マスメディア
の復調とDXへの取組みがカギとなる。
３．貴業界の重要課題は何か？
　時流がDXへ加速する状況下デジタルプロモー
ションの業務品質の向上が喫緊の課題。また、人
材採用、育成、雇用の維持など「まさに人ありき」
の広告業界において、協会をあげて若年層に広告
のもたらす社会的・経済的意義など、より以上の
興味関心を抱いてもらうための活動を推進しなけ
ればならないと考えている。
４．2024年の県内経済・社会等の関心ごとは何か？
　コロナ後における企業のコミュニケーション戦
略の「次の一手」の施策・情報発信を積極的にサ
ポートし、且つ、広告業界として県内経済の活性
化につながる取り組みと地域貢献のための新しい
価値を創造すること。
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一般社団法人岩手県タクシー協会
会長　川崎 利治 氏

１．昨年の貴業界（貴社）の状況はどうだったか？

雨

　コロナの移動制限解除により、ある程

度需要は回復しているが、県内でも地域

差がある中で、全体のタクシー需要は、コ

ロナ禍以前より減少が続いている状況にあります。

運賃改定と需要の回復により収入はいくらか改善し

たが、物価高騰、特に燃料価格の高騰や最低賃金の

大幅な増加により、経営状況は改善していません。

２．2024年の貴業界の見通しをどう見るか？

雨

　乗務員不足による稼働率の低下に労働

時間の基準の見直しが拍車をかけて、そ

のうえ続く最低賃金の大幅な上昇、及び

燃料費の高騰により、企業の存続が更に厳しくな

ると予想されます。地域に根差したタクシー事業

として、何とか経営を維持していきたいと考えて

います。

３．貴業界の重要課題は何か？

　一部の大都市圏や有名観光地におけるタクシー

車両の不足を契機とした「ライドシェア解禁」の

議論の先行きが不透明です。「ライドシェア解禁」

を阻止して、これまでタクシー業界が培ってきた

安全・安心な移動手段を確保していきたいと思い

ます。

４．2024年の県内経済・社会等の関心ごとは何か？

　「ライドシェア解禁」の議論により、地方では

地域を守る公共交通機関として、タクシー事業の

重要性が見直されると考えています。

　コロナ禍後の飲食や観光需要の増加に期する経

済政策とともに、地域公共交通機関の維持確保の

政策の推進を期待しています。

公益財団法人岩手県観光協会
理事長　谷村 邦久 氏

１．昨年の貴業界（貴社）の状況はどうだったか？

晴一部曇

　ニューヨーク・タイムズ紙の「2023年
に行くべき52か所」への盛岡市の掲載や
本県出身プロ野球選手の活躍などによ

り岩手への注目・関心が高まった。また、民間、
行政ともに外国人観光客のプロモーションを積極
的に行い、花巻―台北線の再開や円安もあって、
外国人観光客は勢いよく回復している。
２．2024年の貴業界の見通しをどう見るか？

晴

　岩手県では、１月から３月までの３か
月間、冬季キャンペーン「しあわせな予
感♡いわて冬旅キャンペーン」を展開

し、県内観光の周遊化、滞在化を促進する。また、
中尊寺金色堂建立900年の特別行事なども予定さ

れている。外国人観光客には、ニューヨーク・タ
イムズ紙をきっかけに盛岡市へ来訪した方々に岩
手ファンが拡大し、リピーターが増えることを期
待している。
３．貴業界の重要課題は何か？
　観光客が順調に回復する一方、コロナ禍で離れ
た従業員が戻らないなど、観光従事者の確保・育
成が深刻となっている。業界全体で働き方改善や
観光業の魅力発信などに取り組み、受入態勢を持
続していく必要がある。また、観光DXの推進に
よる観光サービスの変革も求められている。
４．2024年の県内経済・社会等の関心ごとは何か？
　観光業は宿泊・飲食・交通のほか地域の各種産
業から交流人口の拡大まで幅広く関連するすそ野
の広い分野であり、観光振興の効果を県内経済に
波及させていく。また、ビヨンドコロナを確実な
ものとするため、行政には原油価格・物価高騰へ
の支援を期待する。
　国際リニアコライダーの誘致実現にあたって
は、岩手県ILC推進協議会会長の立場として、引
き続き全力を尽くしたい。
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公益社団法人岩手県トラック協会
会長　髙橋 嘉信 氏

１．昨年の貴業界（貴社）の状況はどうだったか？

晴一部曇

　県内の輸送需要は地域により大きなば
らつきがあり、燃料価格や人件費等、上
昇コストの転嫁も一部を除いて進まず

総じて厳しい環境が続いた。一方、2024年問題が
注目され、期せずして業界の課題が広く世間に知
られることとなり、運賃値上げや荷待ち時間の縮
減など、荷主交渉に際し追い風となったことは幸
運だった。
２．2024年の貴業界の見通しをどう見るか？

曇

　高止まりする燃料価格の転嫁も進まな
い中、４月から運転者の時間外労働罰則
付き上限規制がスタートし労働時間管

理が厳格化される。これまで５年の猶予期間で輸

送の効率化を進めると共に、労働環境改善に向け
た荷主交渉を続けてきたが、一部を除いて大きな
成果は得られておらず、ドライバー不足の影響も
あり更に事業運営は厳しさを増すと思われる。
３．貴業界の重要課題は何か？
　ドライバーの確保が最重要課題であり、その解
決に向けてはドライバーの給与、労働時間をはじ
めとする待遇改善が必要不可欠となっている。こ
れまでも働き方改革の流れの中、国の後押しを受
けながら各種取り組みを進めているが、コストに
見合わない仕事を断る勇気も必要であり、業界全
体で気持ちを一つにして取り組んでまいりたい。
４．2024年の県内経済・社会等の関心ごとは何か？
　国土交通省では、令和５年７月21日「トラック
Ｇメン」を創設した。ドライバーの待遇改善をは
じめ、トラック輸送の健全な運営を阻害する不適
正な取引について監視を強化することを目的とし
ていることから、まずは、これがしっかりと機能
し、業界が抱える課題解決に向けた潮流を生み出
していただけることを強く期待する。

岩手県倉庫事業協同組合
理事長　佐藤 重昭 氏

１．昨年の貴業界（貴社）の状況はどうだったか？

晴一部曇

　昨年の当業界の上半期の全国倉庫協会13
地区所管面積・入庫高・平均保管残高は前
年比平均102％、東北地区が105％、岩手地
区が101％。一見上昇傾向かと思われるが

上場企業21社統計では95％。当組合も10月段階で売
上は95％だった。昨春からのコロナ禍明けで物流が
本格的に動きだし、積み上がった在庫が一気に動き
出したと思われ、この傾向は今年も続くと思われる。
２．2024年の貴業界の見通しをどう見るか？

曇

　岩手エリアでは盛岡エリア初の東北最大・
３万坪の庫腹を擁する大型物流施設・プロロ
ジスパーク盛岡が矢巾町に昨年11月末に開業。
当業界にも少なからず影響が出てくると思わ

れる。今年４月のドライバー時間外労働・年960時間と
する「時間外労働の上限規制の適用」に対応し、各企業
が配送中継拠点の構築・幹線輸送の組換えを行っており

その一環である。当業界では近年の建築単価の高騰もあ
り中小規模の倉庫建設は控える傾向にある。仙台港から
の輸入貨物取扱量が震災以来最高額を記録した宮城エ
リアが今年だけで合計９万坪の物流施設建設計画があ
る。岩手エリアは花北エリア以外、今年は大規模物流施
設計画は少ないと思われる。
　当面は既存倉庫が中継倉庫の役割を担うと思われる
が、盛岡エリアは盛岡南インター流通業務地区区画整理
計画の今後の事もあり「物流2024問題」の一年を注視し
たいと思う。
３．貴業界の重要課題は何か？
　人手不足解決の物流DX推進が喫緊課題。トラックドラ
イバーの有効求人倍率が２倍、ピーク時の21万人減少、
高齢化。2030年に輸送力は34％不足。解決にはトラックの
隊列走行・自動トラック・モーダルシフト・ドローン輸送等々
の推進。当業界では倉庫内作業の自動化のための機械化・
パレット・外装・データの標準化と解決方法は山ほどある
が、資金力・DXの人材不足等々、中小倉庫企業には達成
には高いハードルがある。国の補助金政策に期待したい。
４．2024年の県内経済・社会等の関心ごとは何か？
　岩手県の人口減問題と国政選挙の行方である。岩手県
の人口は2040年には80万人まで落ち込むと言われている。
昨年の統一地方選挙後の県内各首長がこの問題に関して
どのような解決策を打ち出していくのか、一方岸田政権が
いつの段階で衆議院解散を決断するかが関心事である。
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岩手繊維株式会社
代表取締役社長　清水 善光 氏

１．昨年の貴業界（貴社）の状況はどうだったか？

雨

　コロナ禍が収束に向かい、個人消費が

上向いてきた一方で、ウクライナ紛争に

加え、中東情勢の不安定さも加わった

為、円安、原油高の影響が激しく、売上低迷の一

因となった。また、記録的な猛暑で季節商品の売

上が減少した小売店の廃業と地方量販店の衣料部

門からの撤退も相次ぎ、厳しい一年となった。

２．2024年の貴業界の見通しをどう見るか？

曇

　今年は円高による商品価格の上昇は

一服すると思われ、個人消費の伸びが見

込まれるが、繊維業界においては、賃上

げが物価上昇に追いつかず、また、中小企業には

その余力も乏しい。繊維製品の購買順位は低く、

仮にこのまま全国的賃上げが実現しても、業界と

しては売上増に期待できず、厳しい一年になると

思われる。

３．貴業界の重要課題は何か？

　人口減少、過疎化の進行の中で、衣料品販売店

の数は減少している。地域で最寄品を扱う店舗が

減ることは、地域の疲弊につながる。今後は異業

種店舗での衣料品の取り扱いも開拓する必要があ

ると共に、無人店舗や自動販売機の設置等も検討

する必要があると思われる。

４．2024年の県内経済・社会等の関心ごとは何か？

　県全体での所得向上を目指す為の施策に関心を

持つ。GDPに占める割合の大きい個人消費の増大

には所得の向上が不可欠であり、税制や補助制度

の見直しによる消費循環を生み出す施策を国と一

体化した実施を行なえるように期待したい。

協同組合盛岡卸センター
理事長　藤村 文昭 氏

１．昨年の貴業界（貴社）の状況はどうだったか？

晴一部曇

　各業種において、物価高や円安により
商品価格の上昇や資材不足による工期の
遅れなど経営に大きな影響を受けている。

組合運営は組合会館外壁の大規模改修や団地内の
道路に200基の防犯灯を設置するなどの設備投資
を行った。新型コロナが５類に移行したことで、
組合行事の多くを再開することが出来た。
２．2024年の貴業界の見通しをどう見るか？

晴一部曇

　年明け後もエネルギーや原材料の高
騰に加えて、所謂2024年問題による物流
の停滞などの不安要素が多く、各業種と

も厳しい状況が続くと思われる。そうした中で、

慢性的な人手不足対策の一環として新規事業や組
合員従業員を対象とした新たなイベントの開催、
予防接種などの福利厚生事業を通じて組合員支援
を行っていきたい。
３．貴業界の重要課題は何か？
　団地建設から50年が経過し、団地内の社会インフ
ラの再整備が必要となっているが、複数の自治体が
関係することから足並みが揃わない。また、組合施
設や組合員施設も老朽化による再整備が必要と
なっていることから高度化事業の活用も含めて今
後計画的に進める必要がある。更に、既存の共同事
業の衰退の改善策と新たな事業の創出に努めたい。
４．2024年の県内経済・社会等の関心ごとは何か？
　物流・運送業界の「2024年問題」や団魂の世代
が後期高齢者となる「2025年問題」など少子高齢
化による慢性的な人手不足や賃金の上昇が心配さ
れる。これらを見据えて近隣に竣工した東北最大
の物流倉庫の稼働状況と団地周辺への好影響を期
待したい。
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株式会社川徳
代表取締役社長　荒道 泰之 氏

１．昨年の貴業界（貴社）の状況はどうだったか？

曇

　新型コロナウィルス感染症の５類移行

に伴い、百貨店業界自体のトレンドは

ファッション関連商品や化粧品を中心に

上昇傾向にあり、顧客ニーズの多様化が更に加速

する一方、食品やアパレル分野の価格上昇による

買い控え、温暖化など異常気象による冬物重衣料

の不振等もあり売上回復までには至っていない。

２．2024年の貴業界の見通しをどう見るか？

曇

　大都市圏の百貨店はインバウンドや富

裕層等の高額消費が顕著で業績好調に

推移する一方、東北地方を含む地方都市

盛岡ターミナルビル株式会社
代表取締役社長　松澤 一美 氏

１．昨年の貴業界（貴社）の状況はどうだったか？

晴一部曇

　３月に新型コロナウイルスが５類にな
る発表、桜のシーズンに入り４月から一
気に回復した。出張・観光・帰省等、旅

客の動きが活性化したことから、回復基調。特に、
土産、食堂喫茶はコロナ前を超える水準で全体を
牽引した。一方、衣料品等、日常利用の商品はコ
ロナ期でのECへの購買行動の遷移や物価高によ
る生活防衛意識の高まりや猛暑等の気候の影響も
あり回復が遅れている。ホテルは、宿泊はインバ
ウンド、バンケットは会議の後の懇親会が開催さ
れている。

百貨店は物価高による節約傾向が進む可能性があ

り、2023年同様、業界内での地域間格差は解消さ

れないと思われる。地方百貨店では地域特性を打

ち出した店づくりが益々必要となってくるだろう。

３．貴業界の重要課題は何か？

　百貨店市場自体は縮小傾向であり、ＥＣ等の台

頭による販売チャネルの増加を踏まえ、モノ消費

よりコト・イミ消費への転換が迫られている。そ

の為にもマスのターゲットではなく一人ひとりの

趣味趣向に合ったアプローチの体制強化が重要と

なっている。その他、労働力不足や物流2024年問

題などの課題も山積している。

４．2024年の県内経済・社会等の関心ごとは何か？

　昨年ニューヨークタイムズに掲載された記事の

影響により国内外より盛岡市への観光客が増えて

おり、中心市街地活性化に向けた取り組みが2024

年も引き続き各事業において具体的かつ積極的に

行われることを期待している。

２．2024年の貴業界の見通しをどう見るか？

晴一部曇

　旅客や飲食等の体験型業種や食料品の
需要は底堅い一方、物販はコロナ禍で変
化したライフスタイル、購買行動の変化

が定着、継続が見込まれる。
　ホテル宿泊はビジネスマーケットが引き続き縮小
トレンドにある。企業・団体活動の活性化、会議招
致、活性化とレジャーが伸びると予測している。婚
礼は市場の縮小もあるが、披露宴自体の需要の戻り
が遅いところ（20代・30代）へのアプローチがカギ。
３．貴業界の重要課題は何か？
１ ）EC化等、デジタル、サステナブルな意識の高

まり等、顧客のライフスタイルの変化への対応
２ ）マーケットのニーズに応えられる取引先様も

含めた人材の確保と自動化の推進
３ ）婚礼需要の回復（結婚する人に結婚式の良さ

を伝える）
４．2024年の県内経済・社会等の関心ごとは何か？
　経済回復の中での働き手不足や全国最下位の最
低賃金への対応。定住人口に繋がる県のブランディ
ング。盛岡市新市庁舎整備に向けた議論の進展。
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岩手県自動車販売店協会
会長　元持 儀之 氏

１．昨年の貴業界（貴社）の状況はどうだったか？

曇

　半導体不足が解消に向かう中、昨年１
月～11月の新車登録台数は280万台、前
年同比19％と11か月連続プラスで推移し、

グローバルでのコロナ前2019年と比較しても９割
強の水準まで回復している。今後とも自動車生産
が好調に推移し、新車販売も増加基調が継続して
いくことを期待している。
２．2024年の貴業界の見通しをどう見るか？

晴一部曇

　自動車業界は、環境変化により100年
に１度の変革期が訪れております。2030
年に向けて生産台数は鈍化するとの予

測もある中、自動車の国内販売台数は1990年の約
598万台から、2022年には約256万台と約６割減少。
登録車の保有台数は2002年をピークに減少に転

じ、円安や物価高騰・人材不足など、今後も先行
き不透明な厳しい事業環境にある。
３．貴業界の重要課題は何か？
　公共交通機関の乏しい地方都市では、世帯当た
りの保有台数が多いのにかかわらず過重な税負担
を強いられていることから税負担の軽減。少子高
齢化や人口減少、若者の車離れ、近年の経済状況
や自動車に対する価値観の変化により日本だけが
長期的な下落傾向が続いていることが自動車業界
にとっての大きな課題となっている。また、県内
の交通死亡事故が増加傾向にあるため、予防・衝
突安全機能の高い車の普及に取り組みたい。
４．2024年の県内経済・社会等の関心ごとは何か？
　物流の停滞が懸念される「2024年問題」。長距
離輸送制限や売上の減少、トラックの保有台数の
影響等、諸問題発生への対応が求められる。また、
2022年に「いわて気候非常事態宣言」が発表され
ているが、温室効果ガスを多く排出する商品を扱
う業界として、温室効果ガスの把握や削減に取り
組むカーボンニュートラルへの取り組みを業界一
丸となって進めていきたい。

株式会社ベルジョイス
　代表取締役社長　澤田 司 氏

１．昨年の貴業界（貴社）の状況はどうだったか？

曇一部雨

　当社を含め小売業界は円安による輸
入物価やエネルギーコストの上昇が本
格化したことで新たな価格体系を模索

せざるを得なくなった。それは単に価格だけでな
く、商品の品質や店づくり、ネット対応を含めた
サービスなど、様々な要素が絡む総力戦を意味し
た。一方で「みずかみ」という地域密着を旨とす
る仲間も得ながら、内外共にあらためて成長軌道
を固める年となった。
２．2024年の貴業界の見通しをどう見るか？

曇

　世界情勢の混迷度が増す中、インフレ
昂進と所得増加の二つの動きを注視し
ていく。両者のタイムラグとそれに連動

する消費マインドの変化を見極めることは容易で
はない。しかし、その中でローコスト経営を軸に、
果敢かつ柔軟な対応ができてこそ食品スーパーは
地域のライフラインとしての務めを果たせるもの
と肝に銘じている。
３．貴業界の重要課題は何か？

食品スーパーは好況による急成長もないが、不
況による落込みも少ないと言われて久しい。しか
し、昨今のグローバルな情勢変化を背景に近未来
型のスーパーマーケットのあり様を探求する必要
に迫られている。「ネットとリアルの融合」と言
うは易し、されど実践は難し。当社もグループノ
ウハウをもとにオンラインショップを「小さく生
んで大きく育てる」ことに着手した。その先の果
実を確実なものにしていきたい。
４．2024年の県内経済・社会等の関心ごとは何か？

円の独歩安がいつまで続くのか、東欧・中東の
戦渦の早期収束は叶うのか、等々、我々が依拠す
る世界情勢にはあまりにも変数が増え過ぎた。こ
んな時代だからこそ、地に足をつけ、お客様の一
挙手一投足に目を凝らしていく。
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株式会社薬王堂ホールディングス　代表取締役社長　西郷 辰弘 氏

１． 昨年は新型コロナウイルス感染症拡大防止のための行動制限が春に全面解除され、経
済活動が徐々に正常化に向かい始めたが、原料高や円安による物価高、電気代の高騰など、
商品原価・コスト増への対応に苦慮した厳しい年であった。今年も不透明感増す国際情勢の
なか、消費環境の厳しさは続くとみられ楽観視できる状況にはない。

２． ドラッグストア業界は業界再編の渦中にあり、依然としてＭ＆Ａの動きは活発である。一昨年に業界初の売
上高１兆円企業が誕生したが、今後も大手による大量出店とＭ＆Ａにより寡占化が進むとみられる。当社は自社独
立の方針に変わりはないが、競争環境が激化する中で、大手ドラッグストアとのブランドの差別化が求められる。

３．労働人口減少による人手不足の中でいかに従業員を確保できるか、いかに生産性を向上させられるかが継続的な
課題である。コロナ禍で浸透したキャッシュレス化や、将来を見据えたレジの省力化、ＩＴを活用した業務の効率化
など、先進的なＤＸ化を進め、社会の変化に早く対応しながら従業員満足度を向上させられるかが重要課題である。

４．世界的な景気減速に入る予測がある中、県内でも持ち直しつつあった個人消費がモノの値上げで消費マインド
の低迷が引き続き懸念される。全国旅行支援の継続や昨年から再開され始めた各種イベントでの人流回復、ＩＬ
Ｃ誘致実現など県内経済活性化につながる施策に期待したい。

岩手県商店街振興組合連合会　会長　佐藤 良介 氏

１． 人口減少、経営者の高齢化や後継者難、郊外大型店との競合、ネット通販の急成長な
どの構造的諸課題に加え、新型コロナウイルス感染症の影響の長期化や国際情勢の緊迫化に
よるエネルギー費・原材料価格の高騰など、地方の商店街や中小小売商業者にとっては、こ
れまで以上に厳しさが増した一年となりました。

２． 昨年は、盛岡さんさ踊りや花巻まつりなどが３年ぶりに開催され、県内各地で停滞していた商店街イベン
トが再開されるなど、コロナ禍による閉塞感が徐々に緩和されつつあります。「ゾコーバ」の承認など明るい兆
しも見えるなか、コロナ禍の早期収束と自粛ムードの解消が景気回復への追い風になるものと思われます。

３．コロナ禍は日常生活のデジタル化を大きく加速させました。この大きなうねりは逆戻りすることはありません。
一方で、他者とリアルに触れ合えて、多世代が気軽に交流できる場は、とても貴重になっています。ＤＸ社会に
順応しつつ、地域コミュニティのニーズや期待に応えることが、商店街の今後の大きな役割だと考えています。

４．商店街の活力低下の要因にまちなか居住人口の減少が挙げられる一方で、高齢者や子育て世帯を中心に、歩い
て暮らせる中心市街地の生活を求めるニーズも少なくありません。アクセスしやすいという利点を活かし、子育
てや介護・医療サービスを中心としたテナントミックスが加速すれば、商店街の求心力は高まるものと思います。
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岩手県商店街振興組合連合会
会長　佐藤 良介 氏

１．昨年の貴業界（貴社）の状況はどうだったか？

曇

　コロナが５類に移行し、各地で４年ぶ
りの通常開催となるイベントが多く見
られ、久しぶりに街ににぎわいが戻って

きた実感を持てました。一方、人口減少、高齢化、
人手不足、賃金上昇等に加え、ウクライナ侵攻に
よるエネルギー費・原材料価格の高騰等、地方の
商店街や中小小売商業者にとっては、厳しい状況
が続いております。
２．2024年の貴業界の見通しをどう見るか？

曇

　コロナ禍で外出を我慢していた人た
ちが、コロナ５類移行をきっかけに外に
出かけるようになりました。人出が街に

戻りつつあり、にぎわいがあちこちで見られるよ

うになりました。2024年は昨年以上に街に人出が
増えるものと予測します。皆様に商店街に足を運
んでもらえるように魅力ある商店街づくりに尽力
していきます。
３．貴業界の重要課題は何か？
　中小企業庁が実施した商店街実態調査によると
現況の商店街が抱える問題は、「経営者の高齢化
による後継者問題」、「店舗等の老朽化」、「集客力
が高い・話題性のある店舗・業種が少ない又は無
い」、「商圏人口の減少」が上位を占めました。本
県商店街も同様の課題を持ち、課題解決に向けて
早急に行動する必要があります。
４．2024年の県内経済・社会等の関心ごとは何か？
　人口減少、少子高齢化が加速する中、商店街が
抱える課題にどう立ち向かっていくべきか。特に
も「経営者の高齢化による後継者問題」は深刻で
す。事業を承継する人がいなければ事業を継続で
きません。商店街単体では解決できない課題もあ
り、関係機関の協力を得ながら、ひとつひとつの
課題に対して丁寧に対処していきたいです。

株式会社薬王堂ホールディングス
代表取締役社長　西郷 辰弘 氏

１．昨年の貴業界（貴社）の状況はどうだったか？

晴

　昨年は新型コロナウイルス感染症が５
類感染症に引き下げられ経済活動が正常
化されたが、長引く円安や物価高、電気

代の高騰などでコスト増への対応に苦慮した厳し
い年であった。お客様の生活防衛意識は高まって
おり、商品の値上げが続く中でESLP（Everyday 
Same Low Price）推進の重要性を再認識した１
年であった。
２．2024年の貴業界の見通しをどう見るか？

晴一部曇

　ドラッグストア業界は業界再編の渦中
にあり、依然としてＭ＆Ａの動きは活発
である。昨年は業界大手への投資ファン

ドによる介入の試みがあり、今後も大手による大

量出店とＭ＆Ａにより寡占化が進むとみられる。
当社は自社独立の方針に変わりはないが、競争環
境が激化する中で、大手ドラッグストアとのブラ
ンドの差別化が求められる。
３．貴業界の重要課題は何か？
　労働人口減少による人手不足の中でいかに従業
員を確保できるか、いかに生産性を向上させられ
るかが継続的な課題である。またサプライチェー
ンを維持するため物流の2024年問題への対応は差
し迫った課題である。当社は別々に配送していた
常温食品と非食品の一括配送に向け準備するなど
物流の効率化を進めており、持続可能なサプライ
チェーンの維持に取り組んでいく。
４．2024年の県内経済・社会等の関心ごとは何か？
　岩手県を含む東北地方は、少子高齢化・人口減
少によりさまざまな課題に直面しており、当社が
営む小売業では今後増えてくるだろう買い物困難
者への対応もその一つである。お客様のご自宅ま
で商品をお届けするラストワンマイル配送サービ
スなどの充実を進めながら、Ｕ・Ｉターンなど定
住人口増加につながる施策に期待したい。
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業況天気図の推移（2021年～2024年）
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6（21%）
4（14%） 4（14%） 3（10%）

10（34%）10（34%）

7（25%）7（25%） 6（21%）6（21%）

2（7%）2（7%）

6（21%）

9（32%）
10（34%）

16（55%）

3（10%）
7（25%）

7（24%） 6（21%）

4（14%）4（14%）
1（4%）1（4%） 2（7%）2（7%） 2（7%）2（7%）

2021年 2022年 2023年 2024年（見通し）

曇一部雨

晴

曇

晴一部曇

雨

17 Research Report





いわぎんリサーチ＆コンサルティング㈱　リサーチレポート　2024年１月
発　　　行　いわぎんリサーチ＆コンサルティング株式会社　発行責任者　代表取締役　佐々木泰司

〒020-8688　岩手県盛岡市中央通一丁目２番３号
TEL：019-622-1212
https://www.iwatebank.co.jp/company/group/consulting/index


